
182 経　　済　　研　　究 Vo1．34　No．2

能勢哲也

『財政の計量分析』

創文社　1982．2274ページ

　　　　　　　　　1
財政学は応用経済学の一分野である。マクロ経済学・

ミクロ経済学の基礎理論をマスターすることなしに，制
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二三的議論を繰返しているだけでは財政現象を的確に説

明できないおそれが強い。、

　財政学をマクロ経済学と関連づけて考察する試みは，

均衡財政の乗数効果や財政の景気安定機能あるいは失業

対策・成長促進策としての財政の役割などが分析される

中で一般的となった。他方，財政学をミクロ経済学と関

連づけて考察する試みは，現在のとこ．ろ，あまり一般化

していない。わずかに租税の転嫁・帰着を分析するとき

とか，最適課税論を展開するときとかに，その例をみい

だすことができるのみである。しかし財政は収入・支出

の両面とも制度として存在しており，それがミクロの経

済主体の行動にさまざまな影響を与えていると考えて，

まず間違いはない。とくに今日，民間市場で供給されて

いる財貨・サービスのうち何らかの社会的価値づけに基

づいて，それを公共部門が提供するというケースが多く

なってきた。純粋でない公共財の供給がそれである。こ

のような性格をもつ公共財の供給（公共支出の大半を構

成している）は需要の価格弾力性が相対的に大きいので，
　　　　　　ノ
価格0～設定方法いかんによって需要は随分異なる可能性

がある。また民間部門との競合性が存在するため，その

ような公共財の生産は効率性の問題を避けて通ることが

できないだろう。いずれにしても財政とくに公共支出を

それぞれの項目ごとに価格理論に基づいて分析すること

の意義は大きい。

　能勢哲也氏の近著『財政の計量分析』は，氏が今から

20年ほど前にオックスフォード大学で学んだ時にうけ

た強烈な印象が契機になっているという。当時オックス

フォードに集まった若い財政学者の関心は，「財政の数

量的ミクロ分析」にあり，「調査なくして発言なし」と

いう言葉が一切を支配していた感があったそうである。

以後，能勢氏は財政理論の研究もさることながら，その

命題を事実によって1つずつ検証してゆくという野心的

作業を着実につづけられてこられた。その成果がr財政

の計量分析』として今回，公刊されたのである。

　財政を定量的に分析するという試みは，適切な分析方

法と分析するのに好都合なデータの裏づけが弗ってはじ

めて成功する可能性がある。しかし，このふたつをとも

に揃えることは決して容易でない。日本における財政学

者の多くが，この点について従来ともすれば敗北主義と・

も思える態度に終始してきた中で，能勢氏が敢然として

その困難を突破することにエネノレギーを投入されてきた

ことは，特筆するに値する。ご労作の完成に対して心か

らの敬意を表したい。
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　以下，本書の内容を概略的に紹介しよう。本書はつぎ

のように10章で構成されている。

　第1章　政府部門の規模と公共サービス

　第2章　公共部門の生産性

　第3章　ワグナー法則の指標とその意義

　第4章　経済発展と政府資本形成

　第5章　租税関数と租税の帰着

　第6章　課税，インフレーションと所得再分配

　第7章　租税構造の変化とD／1比率

　第8章財政政策の準マグロ的効果

　第9章　自動伸縮性の非対称性「
　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　第10章　法人税の転嫁と価格再配分効果

　一見して明らかなように分析対象は財政の広い分野に

四々でいる。まず第1章において議論されている中心命

題は，「公的部門の比重増大が低成長の原因である」に

あり，，能勢氏の結論は，この命題に対して否定的である。

こめ結論は日英比較から導出されているが，そのさいに

議論の決め手になっているのは，政府サービスのGDP

に対する弾性値の大小である。能勢氏は，この弾性値が

高成長国日本より低成長国イギリスの方が小さいことを

計算によって確かめ，経済全体の高成長が政府サービス

の急増を可能ならしめていると主張している。とくに政

府サーεスの中では社会保障をはじめとする社会サービ

スは公共選択のパターンを反映する形で逓増する傾向が

あることを示，し，経済全体が低成長に陥ると結果的に公

的部門の比重が増大することになるというのである。つ

まり公共サービスの増大が成長率の低下の原因ではなく，

低成長の結果として相対的に公的部門の比重が高まると

主張している。　　　　　　　　　　　　　　・

　第2章は能勢氏の独創的研究であり，評者にとっては

非常に興味深いものであ？た。公共サービスの目的が消

費者（投票者）の関心となっている複数の産出結果（con－

SeqU．enCe　OUtpUt，　C－OUtpUt）を高めることにあり，単

なるインプット（公務員数・パトロール回数・教育時間

など）の増大にないことに着目じた上で，インプットと

C－Qutputを結ぶ生産関数の効率を問題としているの

壱ある。計測には大学教育・病院医療・都市バス交通の

3つが具体的にとりあげられ，注目すべき結果がいくつ

か得られている。

　第3章はワグナー法則を検討したものである。その指

標として「1人当り実質支出の1人当り実質所得弾性」
　　　　　　　ノ
を選び，明治以降の日本について，その値が1より大き

かったことをもって，筆者はワグナー法則が長期的趨勢
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としで存在していたと主張している。ただし敗戦後の高

度成長期についてはワグナー法則が明確な形では存在し

ないと留保している。　　　　　　　　　　一

　第4章においては，明治維持後の経済発展と政府資本

形成との関係が論じられており，政府支出全体に占める

公共投資の比重が制度的硬直性の故にあまり変化してい

ないこと，および政府資本形成と民聞資本の形成との関

係について代替性と補完性が交互に周期的に現われるこ

とを主張している。

　第5章は，個人税（所得税と支出税）の帰着を所得階層

別に調べた上で，それがイギリスにおいてはJ型になっ

ていたと主張している。

　第6章ではインフレーシ旨ンによって個人税の負担が

どのような影響をうけ，全体としての再分配効果がどう

変わるかを分析している。とくにインフレによって所得

税の累進性と支出税の逆進性がともに低下し，税制の再

分配機能が弱まったという指摘は記憶するに値しよう。

　第7章は租税の直間比率の変動を考察したものである。

とくに日本の戦後において直間比率が上昇した最大の理

由は酒税収入の低下にあったと能勢氏は主張している。

　第8章から第10章にかけて能勢氏が用いているのは

ケインズーレオンチェフ混合モデルである。それは財政

要因を含む産業連関モデルであり，政府部門が他部門よ

り財を購入しで公共サービスを生産すると唱えている。

政府支出の効果は部門別の投入によっ七，また課税の効

果は部門別に，それぞれ産出高と所得を変化させること

になる。第8章では政府支出乗数と税制の自動伸縮性が

イギリスを例にして計測され，第9章では同様にイギリ

スを例にとって税制の自動伸縮性（所得安定化機能）が分

析されている。とくに自動伸縮性が景気上昇期に高く，

景気下降期に低いと指摘して非対称性を議論している。

また第10章では，法人税が大部分の産業において完全

に前方転嫁（価格転嫁）されている可能性が強いと推論し

ている。　　　　　　　．　　　　　　　’
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　本書を読み進む過程で，評者が感じた疑問をいくつか

指摘しておきたい。能勢氏の研究が今後とも一層厚みを

増し，内容が深められることを願うからである。

　まず第1章では財政部門の相対的拡大が社会保障給付

をはじあとする社会サービスの急増に起因していると指

摘され’ている。公的部門の拡大は，公的負担なしに可能

ではない。その揚合，社会サービスの充実はタダ乗り現

象を発生させる一方で，公的負担の増大が勤労意欲を低

めたり，揚合によってはヤミ労働を横行させてしまうお
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それさえある。現に西ドイツ・スウエーデンあるいはイ

タリアにおいてはその傾向が顕著であるとしばしば指摘

されている。いずれにしても社会サービスの充実と公的

高負担がミクロにおける経済主体（とくに個人）の行動を

大きく左右する可能性が強い。このような行動を考慮し

た場合においても，はたして能勢氏の結論のようになる

か否かについては改めて検討する余地があろう。

　第4章においては代替と補完の定義が多少とも気にな

った。能勢氏は変数詔，gの代替・補完関係をの一〃平面

における縦（垂直）と横（水平）の関係で議論しているが，

より正確には右下がり・右上がりの関係でみるべきであ

ろう。

　第5章では，需要の価格弾力性が非常に小さいことを

前提にして支出税の完全前方転嫁を仮定している。その

前提は，消費需要の所得弾力性が1に近いことに着目し

て推論されているものの，かならずしも説得的であると

は思えない。価格上昇率が賃金上昇率に等しいと仮定す

ること（上述の推論における一条件）は全産業について成

立しないおそれがあるし，自動車や電気器具さらには娯

楽のように需要の所得弾力性が1より大きい財貨・サー

ビスのタェートが今日，支出税全体の収入の中で増して

いるからである。

　また第5章ではク胃ス＝セクション分析によって税収

の所得弾性が所得増大とともに低下すると指摘している。

他方，第9章ではタイム＝シリーズ分析によって税収の

所得弾性が好況期に上昇し，不況期に低下すると主張し

ている。両者をどうやって両立させるかについでの究明

は今後に残されている。　　　　　〔高山憲之〕
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